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総合資源エネルギー調査会 

電力・ガス事業分科会 

原子力小委員会 廃炉等円滑化ワーキンググループ 第３回会合 

 

日時 令和４年 10月５日（水）９：01～10：35 

場所 オンライン開催 

 

１．開会 

 

○山内座長 

 それでは、ただ今より、総合資源エネルギー調査会原子力小委員会第３回廃炉等円滑化

ワーキンググループを開催いたします。 

 委員の皆さまにおかれましては、ご多忙中のところご出席をいただきまして、誠にあり

がとうございます。 

 まず、本日の会議の開催方法などにつきまして、事務局から説明をお願いいたします。 

○遠藤課長 

 本日のワーキンググループの開催方法につきましてもオンラインにて行わせていただき

ます。また、本日の会議の模様は、ＹｏｕＴｕｂｅの経産省ライブ配信チャンネルで生放

送させていただきます。 

 オンライン開催ということで、皆さまには事前にメールで資料をお送りしてございます

が、Ｔｅａｍｓの画面上でも適宜投影をさせていただきますので、よろしくお願いいたし

ます。 

 また、本日の会合につきまして、斉藤委員におかれてはご用務のため、ご欠席との連絡

をいただいておりますので、ご報告をさせていただきます。 

○山内座長 

 ありがとうございました。それでは、議事に移りたいと思います。 

 

２．説明・自由討議 

 着実かつ効率的な廃止措置の実現に向けて 

 

○山内座長 

 本日は中間報告（案）、これを中心にして議論を進めさせていただきます。 

 まず、事務局より資料の３と４、それから資料５、これを用いてご説明いただきます。

また、今ありましたように、斉藤委員はご欠席ということで、斉藤委員より本日の議題に

関する意見書を頂いておりますので、資料６としてご紹介をさせていただきます。 

 それでは、事務局より資料３、資料４、それから資料５についてご説明いただき、その
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後、今申し上げた資料６、意見書についてご紹介をいただきたいと思います。よろしくお

願いいたします。 

○遠藤課長 

 資料の３をご覧ください。 

 前回のワーキンググループでいただきましたご意見に対する私ども事務局の検討状況と、

こうした形で回答をさせていただきたいという方針でございます。 

 ３ページをご覧ください。まず、「事業者・認可法人・国の責任関係の整理」と書いて

ございます。①が責任関係の明確化でございまして、今申し上げた３者の責任関係を明確

化すべきということ。それから、認可法人という形でご提案をさせていただいてございま

すが、この性質上、責任の所在が曖昧になる懸念もございますということで、認可法人が

持つべき責任と機能を明確にして、責任の押し付け合いにならない制度設計をすべきとい

うご指摘を賜りました。 

 また、規律付けの仕組みとしまして、認可法人から原子力事業者に費用が支弁される仕

組みは、構造的にはモラルハザードの懸念があり、廃止措置に関する計画の精査など、規

律付けの仕組みについても議論すべきというご指摘を賜りました。 

 １枚おめくり賜りまして、国の責任関係の整理ということで、明確化すべきというご指

摘を踏まえて、法制上の措置を含めて以下の措置を講じることとしてはどうかと考えてご

ざいます。 

 まず１つ目、ａと書いてございますが、事業者については、原子炉等規制法において廃

止措置の実施責任を負っているとの大前提の下で、わが国全体の廃止措置を着実に実施す

るために必要な費用等として、認可法人から通知された金額を認可法人に拠出することを

義務付ける。 

 ｂ、認可法人でございますが、これは法律において、その業務内容を明確に規定いたし

まして、わが国全体の廃止措置の着実かつ効率的な実施に向けた業務を行うことを制度的

に担保してはどうかと考えてございます。 

 この実施に向けた業務としては、下の米印に書いてございますが、わが国全体の廃止措

置の総合的なマネジメント、事業者共通課題への対応、廃止措置に要する資金の確保・管

理・支弁ということで考えてございます。 

 ｃ、国でございます。これも法律において、主務大臣の認可事項、法人の設立、役員任

命、業務方法書、拠出金額等を明記するとともに、認可法人が業務困難の場合の措置を規

定することとしてはどうかと考えてございます。 

 それから、２つ目のご指摘でございますモラルハザードを防ぐための規律付けでござい

ますが、事業者に効率的な廃止措置の実施を促すために、費用の支弁を行うに当たっては

事業者が実施することとなる解体等の費用が適正であるか等について認可法人が一定の手

続きに従いチェックを行う仕組みとしてはどうかということを考えてございます。 

 それから、もう一枚おめくりをいただきまして、次、認可法人で、具体的にどのような
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制度設計を進めていくかということでございます。 

 ６ページをご覧ください。認可法人に係る制度設計の在り方としまして、２つご意見を

賜ってございます。１つ目は、適切な業務運営の確保でございます。公開性の担保される

法人格の検討、定款への情報公開・説明責任に明記することの義務付け等、情報公開や説

明責任を担保するための方策。それから、第三者委員会などを設けることも一案というこ

とで、認可法人のガバナンス、担保する具体的な方策について今後議論すべきと。ガバナ

ンスに関する課題も含めて、先行事例も参考に細部を検討するのがよいのではないかとい

ったご意見を賜りました。 

 それから、法人の設置形態でございますが、類似した参加組織や機能を有する認可法人

が複数設立することを回避するため、既存法人の活用も含めた検討も一案である。拠出金

制度とする場合は、事業規模が大きくなってしまうため、管理・運営の方法が非常に難し

くなる。既存法人を仮に活用する場合は、既存の業務との分別管理もポイントというご指

摘を賜りました。 

 １枚おめくりいただきまして、まず適切な業務運営の確保ということで、以下の措置を

講じることとしてはどうかと考えてございます。 

 まず、１つ目でございますが、外部有識者を構成員に含む第三者委員会の設置というこ

とで、業務運営の適切性を客観的に担保、専門家の皆さま、外部有識者を構成員に含む第

三者委員会を設置し、拠出金額等の重要事項の議決を行う仕組みとしてはどうかと。それ

から、国による業務運営の関与および必要な場合の監督命令等を通じた適切な業務運営の

確保ということでございまして、法人設立等の重要事項、役員および第三者委員会の外部

有識者の人事等、主務大臣の認可事項とすると。これは法律上の措置となりますが、その

業務運営に国が適切に関与することができる仕組みとする。さらに、その上で必要な場合

には主務大臣が認可法人に対して必要な監督命令を行うとともに、業務に関する報告義務

を課すことができる仕組みとしてはどうかと考えてございます。 

 ｃでございます。可能な限り透明性を確保するために、事業計画書や予算・資金計画書、

財務諸表、決算報告書等、認可法人の業務運営に係る書類について、国に対する提出やホ

ームページでの公表を行わせることとしてはどうかと考えてございます。 

 それから、次のページをおめくりいただきまして、法人の設置形態でございます。行政

コストの増大抑制という観点からは、わが国全体の廃止措置の着実かつ効率的な実施に向

けた業務を担う認可法人は、新設するのでなくて原子力事業に係る既存の認可法人を活用

することも検討すべきではないかと考えてございます。当然この場合には、業務ごとに部

門を分ける、経理を区分する等、それぞれの業務運営に支障を来すことがないよう、適切

な分別管理を行うべきではないかと考えてございます。 

 １枚おめくりを賜りまして、参考といたしまして既存の認可法人の例を付けてございま

す。詳細な説明は割愛をさせていただきますが、こうしたものが原子力事業に係る認可法

人としては法律に基づいて設立をされてございまして、一つの参考になるのではないかな
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と考えてございます。 

 それから、次のページ以降、資金確保に係る制度設計の在り方でございます。 

 11 ページをご覧いただきますと、第２回ワーキンググループでいただいたご意見といた

しましては、まず１つは拠出金の額の設定についてご意見を賜りました。拠出金額の設定

につきましては、資金需要が大きくなった時にどのように備えるのかと。それから、リス

ク分も含めて拠出させて対応するのが望ましいか、それが現実的に可能かは金額の規模に

もよる。具体的な金額の設定に際しては、長期的な視点で認可法人の業務運営に必要な資

金が確実に確保されていくことを大前提にしながら、事業者の経営状況・財務状況も考慮

して検討することが制度の実効性を持たせるためにも重要というご意見を賜りました。 

 ２つ目に、現行の解体引当金制度からの移行でございますが、初期段階で混乱がないよ

うにすべきと。現在の引当金を全額拠出金としてキャッシュとして出させるのは非現実的

でございまして、分割で拠出させる仕組みが現実的だが、いずれにせよ財務上破綻が生じ

ないように整理すべきとのご意見を賜りました。 

 １枚おめくり賜りまして、12 ページでございます。制度設計の在り方として、まず１つ

目でございますが、拠出金額は、わが国全体の廃止措置の長期的な見通しに照らし、認可

法人の業務の運営に必要な資金が確実に確保されるよう、将来の不確実性も踏まえた水準

としてはどうかと考えてございます。その際、電力の安定供給の確保の観点から、競争下

において事業環境の不確実性を有している各事業者の経営状況等に対しても一定の配慮が

必要ではないかと考えてございます。 

 ２つ目でございます。現行の解体引当金制度に基づいてこれまで引き当ててきた引当金

は、その大半が規制料金によって回収されたものであるという料金政策上の観点も踏まえ

て、事業者の経営状況等に対して配慮しつつも、認可法人の業務に支障を及ぼさない範囲

内で類似法制の前例も参考として、適当な期間、同様の制度では 30年という前例がござい

ますが、こうした適当な期間で分割して拠出させる等の措置を講じるべきではないかと考

えてございます。 

 以上が、ワーキングで前回ご指摘をいただいたところに対する私どもの事務局の方針で

ございます。原子力小委委員会の中間論点整理を８月の末に行いましたが、この中で原子

力の開発・利用に当たって基本原則といたしまして、バックエンド問題等全国的な課題に

おいて前面に立つべき国の責務遂行ということをバックエンド問題、それから国・事業者

が原子力の活用に向けて満たすべき全体の方針として確認をしてございます。この中でも

バックエンド問題、当然廃止措置を含むわけですが、こうした今、ワーキンググループで

ご議論賜っている課題につきましても、国・事業者が満たすべき条件やピースを担うもの

と考えてございます。 

 １枚おめくりを賜りまして、中間論点整理では、さらにバックエンド事業に関しての不

確実性の払拭に向けた環境整備ということで、より具体的な記載をしてございます。廃止

措置の着実な実施・円滑化に向けた環境整備ということで、全体の計画性・整合性、必要
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な資金の確保、こうした廃止措置に係る制度措置というのがバックエンド事業に関する不

確実性の払拭に向けた環境整備の根幹の一つであるということを小委員会では整理をして

ございます。 

 さらに１枚おめくりを賜りまして、第２回ＧＸ実行会議、本年８月 24日に官邸で実施さ

れた会議におきまして、右上、遅滞解消のための政治決断という項目の中で、再処理、そ

れから廃炉、最終処分プロセスの加速化ということも議題に上りました。このテーマも含

めて検討を加速するようにと、岸田総理からもご指示を賜ったところでございます。 

 それを踏まえまして、もう一枚おめくりいただきまして、小委員会でもＧＸ実行会議の

意見を踏まえて議論をしてございますが、日本では 2020年代半ば以降に炉の解体が本格化。

従って、わが国全体で着実かつ効率的に廃炉を進めていくためには連携を推進する必要が

あるということで、必要な資金の確保ですとか、低レベル放射線廃棄物の適正な処理・処

分、クリアランス金属の利用先拡大といった課題を対応していくために、わが国全体で体

制を整備していくということで、本ワーキングでご議論賜っている課題について、改めて

位置付けをしたところでございます。 

 このように、今回整理をさせていただく全体のワーキングの内容は、ＧＸ会議の原子力

政策全体、エネルギー政策全体の中でも重要な位置を担うものとして、重要な課題として

進めていくという位置付けになっていることをご紹介させていただきます。 

 続きまして、資料の４、それから資料の５をご覧ください。資料の４がワーキンググル

ープの中間報告の全体の総括、１枚紙でございます。それから、資料の５が中間報告の案

ということで、本日併せてご議論を賜れればと考えてございます。 

 資料の４は全体のイメージ、それから課題と政策の方向性というものをまとめてござい

ます。これまで第１回、第２回でご議論賜ったこと、それから今ご説明申し上げました第

２回のご指摘を踏まえた対応方針も含めまして、全体としてどのような形で制度設計を進

めていくかというものをイメージ化したものでございます。 

 内容につきましては、資料の４はご参照を適宜賜ることといたしまして、資料の５の中

間報告（案）というＷｏｒｄの資料に基づいてご説明を申し上げます。 

 事務局といたしましては、１枚おめくりいただいて目次でございますが、廃止措置に関

する現状と課題ということで第１回のワーキングでご説明申し上げ、また委員の先生方か

らご意見を賜ったパートを一つまとめまして、そこで課題を整理させていただいた上で、

次に着実かつ効率的な廃止措置を実現する体制の構築ということで、第２回、それから今

日ご議論をいただく先ほどご説明申し上げた内容も含めまして制度設計の在り方、認可法

人の設立の在り方、それから資金確保の在り方ということで、制度設計を具体的にまとめ

させていただきました。 

 それから、先ほどもご説明申し上げました事業者・認可法人・国、３者の責任関係の整

理というものは非常に重要な項目と思いますので、これも独立をしてまとめさせていただ

きました。 
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 最後に、留意すべき事項ということでまとめさせていただいてございます。内容をかい

つまんでご説明を申し上げます。 

 ページおめくりをいただきまして、１ページでございます。これも第１回のワーキング

グループでご説明申し上げ、ご議論を賜った内容でございますが、「廃止措置に関する現

状と課題」と称しまして、現在、日本国内の商業用の原子炉が設置されている発電所では、

18 基の原子炉の廃止について廃止の決定が行われておりと。この図にございますとおり、

これから同時並行で廃止措置が本格化をしていく。こうした廃止措置は、発電・売電によ

る収入がない状況の中で、長期間にわたり相応の事業規模で実施されるものである。この

ため、原子力安全規制の下で安全最優先で実施されるべきことは当然の大前提といたしま

して、原子炉の商業運転中の段階から必要と見込まれる資金を着実に確保し、これを将来

に備えて保全するとともに、廃止措置の準備の実施の段階において費用の増大を極力抑制

し、効率的に事業を進めていくことが求められるとしてございます。 

 その上での課題として２つ整理をしてございます。１つは、原子力事業者における知

見・ノウハウの蓄積・共有ということでございます。詳細は立ち入りませんが、第１回ワ

ーキングでご説明申し上げた他国の例、米国では多数の原子炉があり、それについてどの

ような形で廃止措置の着実・効率化が進んでいるかということ。具体的には、市場規模が

大きいので、その中で廃止措置ビジネスが競争を通じて特定の大きな受託者がノウハウを

蓄積しているというメカニズム。 

 それから、米国と比べて廃止措置のビジネス市場の規模が大きくない英国では、かつて

は原子力公社が原子力を独占的に運営していて、炉型の共通性もあるということから、国

の原子力廃止措置機関が全体のマネジメントをするという一元的な体制が取られていると

いうこと。 

 それから、フランスでございますが、単一の国有電力会社が原子炉の設置・運営を行っ

てございまして、従って廃止措置についてもＥＤＦ（国有電力会社）内に独立の部門を設

けて一元的にプロジェクト管理を行うことで、知見・ノウハウの集約と効率化を図る体制

となっているということの三者三様をご紹介申し上げた上ででございます。 

 ２ページの最終パラグラムでございますが、わが国には、これまで商業用原子炉の廃止

措置を完了した実績がなく、知見・ノウハウの蓄積は十分ではない。米国と比較をすれば、

原子炉の累積建設数は半数程度にとどまり、また原子力事業者も 10社程度にとどまるとい

うことで、専門会社による競争を前提としたビジネスベースでの知見の共有が同様に進む

かどうかは未知数。 

 他方で、イギリスやフランスとは異なり、10 社以上の民間企業がそれぞれ個別に原子炉

の設置・運営を手がけてきた経緯がある。導入される炉型や機構のメカニズムの特徴もさ

まざまでございまして、英国・フランスと同様の一元的な管理が必ずしも適合しない可能

性もあるということで、これもワーキングでご意見を賜ったところでございますが、こう

したわが国の実情にうまく即した形で、フランス・イギリス、そしてアメリカのいいとこ
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取りをわが国の現状に即した形で設計するということで、廃止措置の着実な推進・効率化

を実現していく必要があると整理してございます。 

 それから、２つ目の課題といたしまして、廃止措置に必要な資金の着実な確保としてご

ざいます。その下のほうの詳細は割愛いたしますが、電力システム改革に基づきまして、

事業運営におけるキャッシュフローの尤度が低下したということも含めまして、将来の収

益性の不確実化、こうしたことも踏まえた経営の事業環境の不確実性が高まってきている

ということでございまして、米国では自由化の進展度合いが州ごとに異なりますけれども、

廃止措置費用については外部基金造成の仕組みがある。英国・フランスにおいても、同様

に基金的な仕組みがあるということを考えますと、キャッシュである程度セキュアに基金

的な仕組みでお金をセーブをしていく必要があるということを、わが国においても事業環

境の変化を踏まえればやるべきではないかという、より踏み込んだ制度的な措置を講じる

必要があるとしてございます。 

 以上２点の課題認識をした上で、２ポツ、４ページ以降でございます。着実かつ効率的

な廃止措置を実現する体制の構築としてございます。 

 まず、（１）基本的な考え方といたしまして、原子力事業者それぞれが廃止措置、原子

炉等規制法に基づく廃止措置につきましては、法的に履行していく責務を負うと。やはり

これは各炉型にそれぞれ技術的な相違点があること。それから、設置・運営・廃止等に係

る立地地域をはじめとする関係者の方々との調整等に関しての経緯や個別の事情があるこ

とも踏まえれば、今後とも原子炉等規制法に基づいて、各原子力事業者が、その原子力発

電所に係る廃止措置を行うと。この原則をベースとして制度設計を進めていくということ

が実態に適合的であるということで、改めの確認でございます。 

 その上ででございますが、②が事業の着実な実施・効率化に向けた事業者間・産業大で

の連携ということでございまして、先ほど申し上げた課題、それから期待される効果を書

いてございます。具体的には、国全体の廃止措置事業に係る技術・マネジメント水準の底

上げということが期待できると考えてございます。 

 また、2020 年代後半以降に解体作業が全国の発電所で同時並行的に本格化をしていきま

すので、リソースを日本全体でどうやって使っていくのかという効率化・合理化に資する

事業者間相互の連携・調整が重要になってくるものと考えられます。 

 こうした事情を踏まえますと、今後とも各事業者が原子炉等規制法に定める廃止措置の

責務を別個に果たしていくことを大前提とした上で、競争・中立性に配慮は当然させてい

ただきながら、各事業者の廃止措置の実態に関する情報等を集約・整理し、フィードバッ

クを行う産業大の機能を設けることが望ましいと考えてございます。 

 それから、３つ目でございます。廃止措置に要する資金の着実な手当てということで、

先ほど申し上げた事情でございまして、ご説明は割愛いたしますが、着実に資金を確保し、

支弁すること等が必要となる。事業者の経営状態や資産の状態等に左右されることなく、

こうした措置を設けることが必要ということでございます。 
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 １枚おめくり賜りまして、５ページ、④でございます。これらの課題に対応する機能と

しての認可法人制度の活用ということで、これも前回ご議論させていただいた内容でござ

いますが、こうした機能の透明性・中立性を確保するとともに、不確実性を踏まえた制度

全体の安定性を担保する観点から、国による一定程度の関与が求められる。従って、民間

事業者の能動性・主体性を可能な限り尊重しつつ、国による一定程度の関与を行う仕組み

としては、認可法人が考えられるのではないか。その際についての客観性・透明性・運営

の適切性等については、先ほど資料の３でご説明をしたとおりでございます。こうした仕

組みを盛り込んでいく必要があると考えてございます。 

 大きな（２）で認可法人に係る制度設計の在り方としてございます。まず、①の業務内

容といたしまして、これも今回、資料の３でご説明申し上げました、それぞれの責任分配

の明確化という中で、認可法人が担うべき業務の明確化ということで規定をさせていただ

きました。具体的な仮に法律を措置していくとなった時の書きぶり等につきましては今後

検討でございますが、内容としては以下を考えてございます。 

 まず、ⅰ）でございますが、わが国全体の廃止措置の総合的なマネジメントということ

で、原子炉等規制法に基づく廃止措置計画を各事業者、作っているわけでございますが、

そうした計画等についての報告を受けながら、それを集約して、全体状況を整理・公表し、

産業大で取り組むべき共通課題を設定する。その上で、各事業者に対する助言や指導・勧

告等の役割を果たしていくという形で、総合的マネジメントを期待されるのが一つあると

思います。 

 ６ページ、おめくりいただきまして、ⅱ）でございます。産業大の共通課題の解決に向

けたサポートと主体的対応と書いてございます。例えば、特殊設備の調達や研究開発、そ

れから処分場の確保を含めた地域理解の増進、着実かつ効率的な廃止措置の実現に向けた

規制当局とのコミュニケーション・共通理解の醸成などということで、産業大の課題がご

ざいますので、こうした各事業者へのサポートを積極的に行いながら、自らも主体的に活

動を行うとしてはどうかと考えてございます。 

 また、重要な点といたしまして、共通課題に対応するに当たり、動力試験炉ＪＰＤＲの

廃止措置に係る経験を有しており、また高速増殖原型炉「もんじゅ」や新型転換炉原型炉

の「ふげん」等の廃止措置に取り組む日本原子力研究開発機構（ＪＡＥＡ）、それから原

子力リサイクルビジネスの組成を後押しする福井県のような自治体等の関係者とコミュニ

ケーションを保ちつつ連携・協働していくとともに原子力事業者との連携・協働を、そう

した方々と原子力事業者との連携・協働も促していくということが重要だと考えてござい

ます。これが大きな２つ目の固まりでございます。 

 それから、３つ目が資金の確保・管理・支弁ということでございます。大きくこうした

３つの業務を担っていくに当たり、②の法人の設置形態でございますが、先ほどの資料で

も申し上げましたとおり、行政コストの増大抑制の観点から、既存の類似の法人を活用す

ることも検討すべきとしてございます。 
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 それから、③の適切な業務運営の担保というところも、先ほどの資料３でご説明をさせ

ていただいた内容をⅰ）ⅱ）ⅲ）という形で記載をしてございます。 

 それから、７ページに参りまして、（３）資金確保に係る制度設計の在り方でございま

す。 

 まず、①が拠出金制度の創設ということでございまして、万が一、事業者の事業運営に

おいて不測の事態が生じた場合であっても、廃止措置に必要な資金が確実に確保されるこ

とが必要と。こうした資金が債権回収等により第三者に移転し、廃止措置の実施に支障を

来すリスクを回避する観点からも、銀行口座等への物理的な外部積立制度というのにとど

まるのではなくて、認可法人への拠出金の納付とすることが適切であると。この場合には、

納付された資金が認可法人に帰属をすることになりまして、必要な資金が確実に確保され

ることになるということも明確に書いてございます。 

 それから、②の拠出金の額の設定でございます。これも先ほど資料の３で申し上げたよ

うな内容を整理してございます。一番下でございますが、その際、中立性・公平性を担保

する観点から、拠出すべき金額については、重要事項として第三者委員会で議決した上で、

国の認可にかからしめることが適当であるとしてございます。 

 ８ページでございます。費用の支弁でございます。実際に認可法人が、こうした形で確

保・管理することとなる解体に要する費用については、帰属はいったん認可法人にするこ

とになりますが、実際に廃止措置を行う際に認可法人がその費用を支弁するということを

考えてございます。一方、事業者に効率的な廃止措置の実施を促すためには、認可法人が

費用の支弁を行うに当たっては事業者が実施することとなる解体等の費用が適正であるか

等について、認可法人が一定の手続きに従って確認を行う仕組みとすることが適当と考え

てございます。 

 ④が現行の引当金制度の扱いでございまして、先ほど資料の３でご説明をした内容でご

ざいます。 

 ⑤は、これは第２回のワーキングでも議論をさせていただいた不確実性への対応という

ことでございまして、将来の不確実性も踏まえた水準とした上で、認可法人において一時

的に多額の資金需要が発生することも考えられるため、業務停滞させることなく着実に進

める観点から、自ら資金の調達や運用を行うことも可能とすべきであると。さらに、万が

一、予見し難い事由により認可法人の業務の継続が困難な状況に陥った場合には国が必要

な措置を講じるとすることで、全体わが国の廃止措置を着実に実施していくことも念頭に

おいた仕組みとすると書いてございます。 

 ９ページでございます。以上示した新たに措置すべき制度のイメージをまとめると、下

記のとおりということでございまして、論点もろもろ盛り込んだ絵を描いてございます。

下のほうに書いてございます制度創設を行うに当たっての注意事項ということで、原子力

事業者の責任、それから認可法人の責任、それぞれを明確化していくことが必要であると

いうことで、具体的に明確化をしていくべき内容というものを書いてございます。 
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 原子力事業者の責任については、先ほど申し上げたとおり、炉規法に基づく責任、それ

から拠出金の納付、さらには認可法人からの助言・指導・勧告等を受けるということ、そ

れに伴って必要な報告等を行うということ。 

 認可法人の業務の内容は、先ほど申し上げたとおりでございます。 

 １枚おめくりいただきまして、国の責任についても先ほど申し上げた内容を書いてござ

います。 

 ４ポツの留意すべき事項といたしまして、今後、廃止措置の本格化が見込まれる中で、

将来的には現時点で想定されない事態が生じる可能性も論理的には否定をできないという

ことで、今後とも必要に応じて一定の追加的な措置を講ずることも含めて検討を行ってい

くことが重要としてございます。 

 特にということでございますが、その下、なお書きで書いてございます。将来的には、

研究開発用発電炉や大学等の試験研究炉等の原子力関連施設についても、その着実な廃止

措置の実現に向けて検討する余地があると考えられるということで、これも第２回でご指

摘を賜った点でございますが、その場合も本報告の趣旨を踏まえて検討を行うことが、基

本的には同様の課題を抱えていると考えられますので、望ましいのではないかと考えてご

ざいます。 

 さらに着実かつ効率的な廃止措置を進めていくに当たっては、国・認可法人・原子力事

業者それぞれが地域住民も含めた国民に対する適切な情報の提供に努めていくことが重要

であると考えております。何よりもということでございますが、大原則、大前提といたし

まして、廃止措置の実現や、そのための制度措置を進めるに当たっては、安全性の確保が

最優先であることを忘れてはならないとしてございます。 

 それ以降は、参考資料といたしまして、第１回ワーキンググループで記載をいたしまし

た、本文中でも触れてございました米国・英国、この主に２つの例を中心にご議論賜りま

したが、こうした廃止措置体系の比較、それから海外における廃止措置資金を確保するた

めの制度を記載させていただいてございます。 

 全体、今日ご議論賜れればという内容は以上でございます。 

 続きまして、資料の６、１枚紙でございまして、本日ご欠席の斉藤委員から意見書の提

出を賜ってございますので、代読をさせていただきます。 

 まず１つ目、廃炉等の円滑化に向けた制度設計についてということで、電力事業者、新

しい認可法人、国の３者の責任関係に関しては事務局提案に賛成します。その上で、具体

的な組織の体制をどのようにしていくかが次のステップとして重要。特に新しい認可法人

の責任として挙げられている廃止措置全体のマネジメントや事業者に共通する課題への対

応については、廃止措置全体や対規制に関する経験を有した人材が必要不可欠。そのよう

な人財が確保され、新法人の役割が骨抜きにならないようにして、十分制度設計をしてい

ただきたいというご意見を賜ってございます。 

 ２つ目、中間報告（案）でございます。おおむねこれまでの議論をまとめたものになっ
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ていると考えるが、その上で事業者・認可法人・国の責任関係の整理において、認可法人

の責任として挙げられている産業全体の課題解決に向けた取り組みに対応して現状の分析

のところについても記載をするべきだというご意見を賜ってございます。 

 私からは以上でございます。 

○山内座長 

 どうもありがとうございました。 

 それでは、資料の説明が終わりましたんで、これから先は自由討議および質疑というこ

とにさせていただきます。 

 発言をご希望の方は、オンライン会議システムの手を挙げる手挙げ機能、これを使って

発言表明していただくということでお願いします。それに従いまして、順次こちらからご

指名させていただきます。そして、一通り皆さまからのご意見、ご質問をお伺いした上で、

もしも時間に余裕があれば、ご希望に応じて再度の発言ということにさせていただきたい

と思います。 

 それでは、いかがでございましょう。ご発言のご希望の方はいらっしゃいますでしょう

か。手挙げ機能でお願いをいたします。 

 井口委員の手が挙がりました。井口委員、どうぞご発言ください。 

○井口委員 

 井口でございます。ご説明、ありがとうございました。 

 中間報告書の方向性につきましては、基本的に私、賛成でございます。ただ、今後、廃

止措置を加速するということを考えれば、より幅広い意見を取り入れまして、よいものに

していただければと思っています。 

 あと意見が４つほどございまして、１つ目ですが、新認可法人の役割というのは極めて

重要かと思います。各原子力事業者さんがいろいろな事情を抱えているという中で、最適

な廃止措置を全体的に国内で進めていくというためには、記載にもありますけれども、新

組織のガバナンスというものが非常に重要でございまして、相応の指導力が必要であると

思われます。 

 それから、２つ目ですが、廃止措置資金につきましては、引当金に明記されている除染、

解体、廃棄物処理・処分といったものだけではなくて、実際には廃止措置中の施設の維持

とか人間、人件費を含めた管理費用というものも実はございまして、理想的には各施設の

状況にも配慮しまして、これら総合的な費用といったものを評価するとともに、解体作業

料を平準化するといった工程を作ったり、そういうことで廃止措置を結果的に早く安く進

行させるというような全体的な最適化ということが必要になっておりまして、そういう計

画というものを立案しなきゃいけないということで、そういう意味でも新しい認可法人の

役割は大きいかなと思います。 

 ３つ目ですが、そういう今のような最適な計画を立てるということは一朝一夕にはなか

なか難しいということもありまして、このため例えば廃止措置の先行プラントみたいなも
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のを設定して、資金の拠出なども含めて優先的に進めると。その知見やノウハウを全体の

計画に生かせるような、次のプラントの計画にも生かせるような取り組みがあってもよい

と思っています。 

 具体的には、例えば工程表にもございますけれども、浜岡は来年度から廃止措置の第３

段階に入るという予定になっていますし、あと福井県ではクリアランス推定物の集中処理

施設の構想といったものもございます。このようなものを考慮して検討していくべきかな

というふうに考えます。 

 それから、最後４つ目ですが、中間報告書では、原子力機構、あるいは福井県のような

自治体との連携・協働といったことが記載されております。知見の共有の上でも、廃止措

置事業の地元事業という意味でも非常に重要であります。今までにも述べてきております

けれども、３点述べたことも含めて、今後はこれがちゃんと実効的な方策になるように、

法制度等により具体化する取り組みというのが強力に必要かなと思います。 

 私の意見は以上でございます。 

○山内座長 

 ありがとうございました。それでは、次に織委員、どうぞご発言ください。 

○織委員 

 ありがとうございます。聞こえていますでしょうか。 

○山内座長 

 聞こえていますけれども、ちょっとハウリングといいますかエコーがかかっているんで

すけど。 

○織委員 

 大丈夫ですか。聞こえていますか。聞こえていますでしょうか。 

○山内座長 

 聞こえています。大丈夫です。 

○織委員 

 すいません、ハウリングを起こしていたみたいで。 

 まず、第１として、今回の中間指針ですとか、そういったものについて、基本的な考え

方として、また制度的な仕組みとしても賛成いたします。もちろん、先ほど委員がおっし

ゃったように、これから細かい新認可法人の在り方とかを詰めていくと思いますが、足し

ていただきたい部分というのが、全体のロードマップの中で、この廃炉プロジェクト事業

がどのような位置付けをするかということを国民に分かりやすい形でお示しいただければ

なと思っています。原子力施策の中で最後の終わりの部分というのも全体のロードマップ

の中で議論していかなければならないという中で、ここの単独のところだけ取り出されて

いると、なかなか分かりにくいところがありますので、ぜひ全体の原子力政策の中の廃炉

の重要性というのを改めて一つのポンチ図みたいな形で何らかの形で示していただければ

なと思っております。それが第１です。 
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 第２点目ですけれども、新認可法人の役割が非常に重要というのは、たぶん皆さん、共

通したご意見だと思いますが、社会的な信用性を確保していくために、国の役割というこ

とが中間報告でもポンチ図でも出ていたんですけれども、ここはすごく重要になってくる

と思います。一体、具体的に国が、許認可に関わるところだけではなくて、運用に関わっ

てどのような形で関与していくのか、何か問題があった時にどういうふうにやっていくの

かという、そういったところももう少し具体的にお示しいただく、また入れ込んでいただ

ければなと思います。国の役割、この新認可法人にも関わるところがどういうものかとい

うのを少し強調していただければなと思います。 

 それから、３点目として、中間報告の中にもありましたが、国際的連携ですとか事業者

間の連携が、技術的なノウハウを共有していく上でも、効率化を図っていく上でもすごく

重要な点だと思うんですけど、ここについてでも具体的にどういう形で連携を取っていく

のかという、そういったシステム的なものについても入れていただくと、より分かりやす

いかなと思います。抽象的にはそうなんだろうなというふうには思うんですけれども、本

当にちゃんとやれるのかどうか、それを制度的にも確保していただくということを見せて

いただければなと思います。 

 ４点目なんですけど、常に認可法人が出てくると出てくる問題ではあるんですけれども、

事業の効率化というものと安全性の確保というものをどういうふうにバランスを取ってい

くのかという、そこのところもきっちり検討していくということをどこかにうまく入れ込

んでいただければなと思います。事業の効率化をやる一方で、安全性をあまりにも考えて

いくと、今度は事業の効率化が損なわれてしまうことになる。もちろん、すごく安全性は

難しいけど、安全性を確保しなくちゃいけないという、ここは常にいろんな原子力のとこ

ろで問題になってくると思うので、そこについてどういうふうにしていくのかという、そ

ういったポジション的なものも入れていただければなと思います。 

 以上です。ありがとうございます。 

○山内座長 

 ありがとうございます。次は五十川委員ですね。どうぞご発言ください。 

○五十川委員 

 五十川です。中間報告（案）をまとめていただき、ありがとうございます。 

 全体として当方のコメントも反映されておりますし、今回の整理や方針に関して私のほ

うから特段異論はありません。個別点に関して、資料３に沿いながら少し補足させていた

だければと思います。 

 ４ページにあります責任関係の整理およびモラルハザードを防ぐための規律付けにつき

まして、この方法でよいのではないかと考えています。１点付け加えるのであれば、国の

責任として認可法人が業務困難の場合の措置がありますが、今しがたも意見がありました

ように、この点を具体化していくということが今後重要かと思います。 

 続きまして６ページから７ページ、ガバナンスに関してです。７ページで挙げていただ
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いた措置に関して、私のほうからは特段違和感はありませんが、こうした方策で十分かと

いう点については、先行事例を参照しながら丁寧な検討が必要かと思います。 

 また、法人の設置形態に関して、既存の認可法人の活用が検討されています。社会的な

理解を得る上で、こういった方針は検討する必要があると思うのですが、８ページにあり

ますように、それぞれの業務運営に支障を来すことのないよう、適切な区分別管理を行う

べきということが前提かと思います。この点、優先度が逆にならないように、十分留意し

ていただければと思います。 

 最後に、11 ページから 12 ページ、資金確保に関してです。拠出金額について、将来の

不確実性も踏まえた水準とする整理に賛同します。ただし、この金額を具体的にどのよう

に設定するかという点は、これから詰める必要があるかと思います。資料には各事業者の

経営状況等に対しても一定の配慮が必要とあり、それはそのとおりだとは思うんですけれ

ども、長期的に仕組みが破綻しないように、必要な拠出金を設定していく必要があろうか

と思います。 

 なお、12 ページの２番にある既存の引当金に関して分割して拠出するという方策は現実

的なところかと思っています。期間に関しては、前回も申し上げたと思うんですけれども、

短期的に廃炉を進めるためのキャッシュが不足する問題がないように、適切に設定されれ

ばよいかと思います。 

 以上、少し補足させていただきましたが、中間報告（案）に関しては今までの議論を基

本的には整理したものとして理解しており、私のほうからは内容についての異論はありま

せん。以上です。 

○山内座長 

 ありがとうございました。続いて服部委員、どうぞご発言ください。 

○服部委員 

 私からは、幾つか事務局からご説明のあった資料についてコメントさせていただきます。 

 まず、原子力発電所の廃止措置というのが、今回、資料を見て改めて思ったんですけれ

ども、個別の原子力事業者にとって長期のプロジェクトであるということはもちろん認識

しておりましたけれども、日本全体の廃止措置ということを考えた時には、本当に非常に

長期にわたるプロジェクトになるんだということを改めて認識いたしました。廃止措置自

体は、ローテクの部分が大きいというような話も伺っておりますけれども、長期的に見れ

ば技術開発によってより効率的に進めていくことのできる部分も大きいと考えますので、

そこにはプロジェクトマネジメントのノウハウみたいなものも含まれると思うんですけれ

ども、まず長期的な視点に立って重要な対応策を取れるようにしていただきたいと考えて

おります。 

 また、長期的視点という意味では、認可法人の資金の運用というのも重要になってくる

と考えています。ご説明のありました中間報告（案）では不確実性への対応という文脈の

中で記されておりますけれども、認可法人が確保した資金を適切に運用していくというこ
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とは、廃止措置が将来長期にわたって行われるということを考えれば、資金を管理する主

体の役割としては非常に基本的なことだとも言えると思います。廃止措置の費用を外部基

金の形で確保している海外でも、そのようにしている例がほとんどかと思います。もちろ

ん重要な資金ですから、運用に当たってリスクを取り過ぎないようにするというような観

点も重要ですし、その他具体的なこういう資金の運用の在り方みたいなことに関しては、

そうした分野のプロにお任せしたいと思いますけれども、非常に重要な役割となることは

指摘しておきたいと思います。 

 それから、次に責任関係の整理において、モラルハザードを防ぐための規律付けという

ことにつきましては、費用の支弁に当たって認可法人が一定の手続きに従って確認を行う

という記載がございましたけれども、こうしたことは当然のこととして、さらに本来であ

れば原子力事業者が自ら効率化に取り組むインセンティブを適切に付与するということも

重要ではないかと考えています。もちろん、これは安全性の確保ということが大前提にな

りますけれども、何か日本全体の廃止措置の効率化に寄与するような事業者の取り組みと

いうのがあれば、それが何らかの形で報われるような仕組みというものがあるとよいので

はないかと思います。ただ、具体的にどのような仕組みがあり得るかというのを考えると、

例えば貢献の度合いをどう評価するかといった課題も考えられますので、実際には非常に

そういった仕組みを作るのは難しいと思いますけれども、今後も継続して検討していける

とよいのではないかと思います。 

 最後に、拠出金の額の設定ですとか、それからこれまでの引当金の扱いにつきましては、

認可法人の業務運営に必要な資金が確保されるということを大前提に、あるいはその業務

に支障を及ぼさない範囲で、事業者の経営ですとか財務の状況に配慮することとされまし

たけれども、こうしたことも長い目で見て持続可能な制度にするという意味では重要なこ

とと考えております。こうしたことも含めて、私も基本的には中間報告の案に示されまし

た制度設計の基本的な方向性については賛同したいと思います。 

 私からは以上です。 

○山内座長 

 ありがとうございました。続いて曽我委員、どうぞご発言ください。 

○曽我委員 

 ありがとうございます。 

 まず、事務局にてお取りまとめいただきました中間報告につきまして、ありがとうござ

います。方向性については、おおむね賛同いたしたいと思っております。その上で、中間

報告の段階でどこまで記載するかという点は、脚注をどういうふうに使うか等も含めてあ

るかと思うんですけれども、３点意見を申し述べたいと思います。 

 まず、１点目ですけれども、今回、廃止措置の一義的な責任は、あくまでも事業者が責

任を持って行うということを前提といたしまして、一方で廃炉措置に必要な費用を確実に

確保するという観点から拠出金制度を設けるということで議論が行われているところです。
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要は、廃止措置を決めていくパーティーが複数、多数いる一方で、お財布は一つで管理を

していくということになりますので、その大事なお財布をどういうふうに管理・運用して

いくのかという点が非常に今後重要になっていくところかと思います。特に、拠出をする

各事業者の負担と受益がきちんと見合っているかどうかという点をどのように確保してい

くかというところもありまして、先ほど来、モラルハザードについても言及があったと思

うんですけれども、まず公平性をいかに確保していくかというところをルールメークの中

にどう反映していくかということで考慮が必要かと思っております。 

 一方で、先ほどご指摘も他の委員からもありましたとおり、資金管理・運用の効率性を

どのように図るかという点もあるかと思います。この点についても、先ほど服部委員がお

っしゃった効率性に寄与することへの何らかのボーナス的なというかインセンティブをど

ういうふうにするかという点も、一つアイデアとしては確かに検討に値するのではないか

と私も思いました次第です。 

 あとは拠出金の管理・運用の透明性というのも確保すべきというところで、事業者もそ

うですし、国民も含めて納得感のあるような形での透明性確保というところも確保をして

いく必要があるのではないかと思っております。このように公平性・効率性・透明性をど

のように確保していくかというところと、あとは一方でルールががちがちになってしまう

と柔軟性が損なわれてしまうということもあり得ると思いますので、そういった柔軟性も

いかに確保していくかというところのルール決めというところが大事ではないかなと思っ

ております。 

 その中では、工事の発注は廃炉措置を実施する事業者で行うというご想定だと思うんで

すけれども、一方で各事業者が共有するような、そういう資材、物については認可法人が

調達をする、あるいは事業者で共同調達を行うということもあり得るかと思います。その

辺りのルールというか、どういう場合にそういう形を取るかということも考慮が必要では

ないかというふうに考えております。 

 ２点目ですけれども、そういった大きなお財布を一つ認可法人で設ける、預かるという

ことになりますので、認可法人の財務の健全性というのも重要になってくるかと思います。

分別管理や区分経理というのは、先ほども認可法人が既存の認可法人を使うという場合に

は特に重要という点はご指摘いただいていると思うんですけれども、いずれの場合、新設

の場合も既設の場合も財務の健全性というのを確保するための手だてというのも今後検討

が必要ではないかと思っております。 

 最後、３点目ですけれども、事業者が拠出する拠出金の金額の決め方については、いろ

いろ議論を反映いただいていると思うんですけれども、あとは各社におかれて資金調達が

必要になってくるかと思いますので、拠出金の額の予見可能性をいかに持たせるかという

ところも一つ配慮いただくことがよろしいのではないかなと思っております。廃炉計画は

変更の可能性もあるものですけれども、大体向こう何年でどれぐらい必要になってくると

いうところがある程度見えてくることがよろしいのではないかなと思っております。 
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 以上、いずれにしましても、今回、中間報告でお取りまとめいただいたところを具体的

にどのように落とし込んでいくかというところの詳細設計というところが重要になってく

るという点、私自身も改めて認識をいたしました次第でございます。 

 私からは以上です。 

○山内座長 

 ありがとうございます。それでは、次は村上委員、どうぞご発言ください。 

○村上委員 

 ご指名ありがとうございます。 

 私からは４点、質問も含めてコメントしたいと思います。 

 １点目は、既存の法人利用についてです。前回、情報公開の義務レベルの不安から、認

可法人以外の法人格も検討してはどうかという意見を申し上げましたけれども、今回の資

料では認可法人に限定した記載となっております。例えば資金管理用の法人としては、他

に公益財団法人原子力環境整備促進・資金管理センターというのが存在するということを

認識しておりますが、そのウェブサイトには、わが国唯一の放射性物質に特化した調査研

究機関として、調査研究と資金管理を２本の柱で活動を展開していると書かれています。

このようなセンターが活用すべき法人の候補にならない理由というのがあるのかどうか、

お伺いできればと思います。 

 と申しますのも、前回のワーキングで遠藤課長から、ＮｕＲＯは法令に基づいて運営委

員会の議事概要は公開しているとの回答があったのですが、改めてウェブサイトを拝見し

たところ、運営委員会の議事概要はもちろん公開されているものの非常にシンプルなもの

で、会議で用いられた資料は公開されておらず、再処理施設の経営がどのような見通しで

行われているのか、第三者が確認しようとしてもできないというのが現状です。そして、

第１回のワーキングでも申し上げましたが、原子力資料情報室が情報公開手続きを行った

ところ、議事録は作成していないという回答だったという事実もあります。このような状

況で透明性を確保して説明責任を果たしているとはとても思えず、廃炉に関しても同じよ

うなことになるのは避ける必要があるという思いで発言いたしました。 

 ２点目は、分割拠出に関してです。適当な期間を例えば 30 年間と例示されていますが、、

根拠を改めて伺ったところ、前例には第２種特定放射性廃棄物に関わる経過措置のように

30 年というものもあれば、再処理拠出金の例では 15 年というものもあるようです。今回

検討を開始した背景は、電力会社の経営不確実性が高まっている状況のため、将来の廃止

措置に充当すべき資金を着実に確保するためという趣旨が示されていたと思うのですけれ

ども、この趣旨に鑑みれば 30年というのはちょっとのんびりし過ぎているのではないかと

思います。ぜひ根拠を示した上で公開の議論を行っていただくこと、またこの例示には例

えば５年～30年といったような幅を持たせた記載にしていただければと思います。 

 ３点目は、拠出金額の決定についてです。中間取りまとめの７ページでは、「拠出金額

の収納を行うに当たっては、認可法人がわが国全体の原子力発電所の解体に要する費用を
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含め、認可法人の業務全体に要する費用を精査して原子力事業者ごとに拠出すべき金額を

毎年通知し、これを徴収する仕組みとする」と記載されました。これは、費用が膨らみ足

りなくなりそうだということになった時に、拠出金額をきちんと再検討して修正して、そ

れを回収することを可能にする仕組みになったのだと理解しましたが、それで間違いない

でしょうか。電力事業者さんには廃炉の最後までしっかり責任を果たして、資金を拠出し

ていただく仕組みにしていただきたいと思っております。 

 最後、４点目ですけれども、第三者委員会の委員構成と情報公開についてです。拠出金

額を決定する第三者委員会は、透明性と説明責任をしっかり果たしていただくことが重要

です。また、その委員構成も重要なポイントになると思います。中間報告（案）には外部

有識者を含むというふうに書かれていますが、人選の際には原子力行政に懸念を持って見

ている立場の専門家も構成メンバーにぜひ入れていただきたいと思います。 

 情報公開に関しましては、最初に指摘した懸念も踏まえまして、情報公開規定を策定し、

それを公開すること。それから、２点目として、重要な会議は議事録を作成することを義

務化すること。それから、３点目として、議事録、資料を含め、原則公開を義務化するこ

とを提案したいと思います。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

○山内座長 

 ありがとうございます。次は又吉委員、どうぞご発言ください。 

○又吉委員 

 ご説明いただきまして、ありがとうございました。加えて中間報告（案）を取りまとめ

ていただきしまて、重ねてありがとうございます。 

 今回整理いただきました方向性や施策は、欧米の先行事例を踏まえつつも、日本の実情

に即して事業者間の連携やノウハウ共有を追求し、かつ廃止措置の着実推進や効率化を実

現するための体制整備に資するものと考えられ、賛同したいと考えております。その上で

２点、コメントさせていただければと思います。 

 １点目は、認可法人の在り方についてです。前回会合におきまして、既存の認可法人を

活用することも検討すべきではないかと発言させていただきました。今回、９ページ目に

複数の既設法人を列挙いただいておりますが、建付けが比較的類似するという点ではＮｕ

ＲＯが近いのではないのかなという感触を持っております。業務運営の効率化が追求可能

な体制の在り方を考慮しつつ、ぜひ今後、詳細検討を進めていただければと思っておりま

す。 

 ２点目は、資金確保に係る制度設計の在り方についてです。個人的見解になってしまい

ますが、今、資本市場におきましては脱炭素化社会への移行に必要な事業活動として原子

力をどう捉えるか、投資家の反応を探っていく非常に重要な局面を迎えていると考えてお

ります。資本市場が原子力産業をバックアップさせていただくための環境づくりの視点に

立ちますと、バックエンド事業に係る国の役割の明確化や、資金確保に係る制度整備や予
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見性確保、こちらは非常に重要な考慮ポイントであると考えております。今回、検討課題

に上がった廃炉事業を長期的に完遂するための制度整備は、もはや喫緊の課題とも言えま

すので、時間軸を持って詳細検討を進めていただければと考える次第です。 

 以上です。ありがとうございます。 

○山内座長 

 ありがとうございます。それでは、樋野委員、どうぞご発言ください。 

○樋野委員 

 ご説明、ありがとうございました。 

 まず、中間報告の内容につきまして、特にこの記載内容について修正が必要というふう

に考えるところはございません。全般的に賛同いたしております。その上で今後の詳細設

計に際して考慮していっていただきたいこと等々について、５点ほどコメントさせていた

だきたいなと考えております。 

 まず１つ目、認可法人ないし、これから設定していく組織についてなんですけれども、

知識の共有という点について非常に大きく期待しております。これまで廃炉が一部始まっ

ておりますけれども、稼働炉をコントロールしていく組織ですとか、それからプロジェク

トマネジメントの在り方等、廃炉を進めていく組織、プロジェクトマネジメントの在り方

というのは必ずしも一緒じゃないのかなと考えています、そういったことは本来であれば

各企業がそれぞれ試行錯誤しながら、失敗もしながらやっていくことを、そういったこと

を共有していけるということは非常にオフィシャルになっていくのではないかなと考えて

います。 

 そういう意味では、事業者に積極的に自らの失敗だったりとか過去の経験というのを共

有していってもらうことも大事かなと思っていますので、そういったことを共有していく

インセンティブを付与するという他の委員のご発言に対しても、確かにそうだなと感じま

したし、あと情報公開の大切さというのも非常にそのとおりだなと思いつつも、個社の話

を積極的に出していただくということを考えると、公開する情報、そうじゃないバランス

というのもしっかり取っていただく必要があるのかなと考えています。 

 ２点目なんですけれども、直前の又吉委員からのご発言がありましたけど、法人の設置

形態について幾つか事例を、資料３の９ページに出していただいていたと思うんですけど、

この比較表を拝見する限りにおいては、取り扱う拠出金の性格ですとか、あるいは業務内

容の類似性からは、ＮｕＲＯが近いのかなというのが非常に率直に思ったところでござい

ますので、今後、さまざまな関係者との調整等あると思いますけれども、行政コスト抑制

の観点では類似性が高いところを活用するのがいいんじゃないかなと感じました。 

 ３点目ですが、拠出金の設定において、各事業者の経営状況に対して一定の配慮が必要

とされていたと思います。これ自体はそのとおりなんですけれども、どちらかというと重

要な観点は、業績がいい時はたくさん払って、悪い時はあまり払わないという業績連動と

いう話よりも、安定性ですとか予見性ということをどういうふうに与えるかというところ
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のほうが大事かなと思っています。こういったことを今後、拠出金の設定における経営状

況の一定の配慮というところは、そういった観点で入れていただくことを期待しておりま

す。 

 次に、過去の引き当て済みの分の拠出についてなんですけれども、これまでの引き当て

については、かなり多額に上りますので、一気に拠出するということはあまり現実的では

ないのかなと考えております。大前提としては、認可法人の運営に必要な資金というのが

しっかりと担保されるということがありますので、これは不変の大前提ということなんで

すけれども、また一方で何年を設定するかというのは、ちゃんと資金が集まるということ

を前提に現実的なものを設定いただくのがいいのかなと思います。と申し上げますのも、

無理な期間を設定すると、結局、事業者側でお金を借りて払うようになると、資本コスト

が上がってしまって、結果、全体的な負担が増えてしまうと、あまり意味がないのかなと

いう気もしますので、そこは現実的な期間を設定するということが大事かなと思っていま

す。 

 一方で、制度趣旨に鑑みた時に、より短いほうがいいんじゃないかというご意見も、そ

れもごもっともだというふうにも思いますので、例えば何年というふうに固定するのでは

なくて、事業者の判断で早く払ってもらう。払ってもらった場合にはインセンティブが付

与されるような仕掛けがあっても面白いんじゃないかなと思いましたので、今後の制度設

計の中で検討いただくといいんじゃないかなと思いました。 

 最後に、中間報告のＷｏｒｄといいますか記載いただいた最後の 10ページの留意すべき

事項の記載というところについてです。ここに関してはとても大事なポイントだと思って

います。廃炉の進捗（しんちょく）を踏まえていっていただいて、かつさまざまな共有

等々をしていただく中で、着実かつ効率的な廃止措置のために有用な機能というのがあり

ましたら、認可法人に次々と担っていってもらう。つまり柔軟に、その機能というのを拡

大して、日本の着実かつ効率的な廃炉の執行というのに貢献していっていただきたいなと

思いますので、そういったＰＤＣＡがしっかり回るような形で運用していただけるといい

かなと考えています。 

 私からは以上になります。 

○山内座長 

 どうもありがとうございました。これで委員の方、大体一渡りご発言いただいたことに

なりますが、追加的にご発言のご希望の方、いらっしゃいますでしょうか。 

 よろしいでしょうか。 

 それでは、今、皆さまからいただきましたご意見、ご質問に対して、事務局から回答、

あるいはコメントをお願いしたいと思います。 

○遠藤課長 

 事務局でございます。順にご回答申し上げます。 

 まず、井口委員からご指摘を賜りました新認可法人の役割は重要、新組織のバランス、
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指導力が非常に重要であるという点につきましては、全くそのとおりだと思いますので、

ご指摘を踏まえて、他の委員のご意見についても同様ですが、記載の修正について座長と

ご相談申し上げたいと思ってございます。認識は一緒でございます。 

 それから、総合的な費用評価や解体作業の重要性など、その全体の最適性というところ

も認識は一緒でございます。ただ、具体的にどのようなところの、資金拠出を含めて、そ

の優先順位というところは、後ほどの織委員のご指摘にもございましたが、全体の公平性

ですとか、そういったところも踏まえた全体の整理が必要だと思ってございまして、こう

したところにつきましては、たぶん他の委員からのご指摘も同様でございますが、今後、

具体的に制度を認可法人の中で運用していくに当たっての留意事項ということで、全体こ

の構成の中の今後の具体的な運用、それから詳細設計に向けての留意事項という形での整

理という形が私のイメージでございますが、そうした点の参考とちょっとさせていただけ

ればと思ってございます。実効的な仕組みを作っていくというのも、まさにそういう点か

と思います。 

 それから、織委員からご指摘を賜りました全体のロードマップの中での整理ということ

で、今回は、本日、資料の３の後段で全体の制度の意義、原子力政策全体の中での意義と

いうことをご説明申し上げましたが、本日のご指摘は、さらにそれを全体の設計開発段階

から、それから建設段階があり、運転段階があり、廃止措置があって、その後のバックエ

ンドサイクル、処理・処分があるという中で、ここが重要な根幹を担っているということ

が図示的にといいますか、イメージャブルな形で改めて重要性・必要性を示すべきという

ご指摘だと承りましたので、そうした記載を図示化も含めてできるようにということで、

ちょっと検討させていただければと考えてございます。 

 それから、２つ目、新認可法人の国の役割が非常に重要ということでございまして、こ

れは他の委員からのご指摘にもございました。例えばかつて、今、認可法人というのには、

今申し上げた例でつくったような原子力関係の認可法人の例もございますし、それから過

去には特殊法人等が認可法人化を行革の流れの中でされたというものでもございます。そ

うした中で、国の役割をどういう形で果たしていくのかというのは、政府統一のルールが

特殊法人が認可法人化された中ではございますが、そうしたものも参考としながら、具体

的に国の役割をどうしていくのかというところについてのご説明の仕方も考えてまいりた

いと思います。これは本文のあれといいますか、脚注の在り方、もしくは先ほど申し上げ

た今後の運用に当たっての留意事項ということの記載も含めて、ちょっと検討させていた

だければと思います。 

 国際的連携についても同様でございます。これは後ほど廃対課長から補足があればと思

いますけれども、もしあればでございますが。国際的に例えば処理・処分等に関しまして

は、例えば政府も含めた形で国際会議等で知見を共有したり、共同でそうした研究開発プ

ロジェクトを国際機関を通じて進めたりというものもしてございますので、例えばこうし

た仕組みを具体的に今後も進めていくというようなことが脚注等で書けないかなというの
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は検討させていただければと思います。 

 それから４つ目、効率化と安全性でございますが、これはよく誤解をされることもある

ので改めて申し上げますと、ご指摘のとおりなんですけれども、安全性を損なう効率化と

いうのはあってはならないと。ただ、必ずしも効率性と安全性は二項対立のものだとは思

ってございませんで、ある程度、本当に必要なもの、セーフティフォーカスという言い方

をしますが、むしろ本当に安全の確保の観点から、ここは重要だというところにフォーカ

スをしていく。その中で、率直に申し上げますと、リスクがすごく低いものについても、

過剰に投資をかけることなく、効率化と言うとちょっと語弊があるというか、誤解を招い

てしまうんですが、言葉としては間違っていないんですけれども、全体としてセーフティ

ーにフォーカスをしていく。従って、全体としてのお金の使い方を効率的なものとしてい

くことによって安全性が高まるというところが、原子力安全について全体で言えることだ

と思ってございます。 

 よく言う経済性と安全性をてんびんにかけるというところは誤解がある表現だと思って

ございまして、そうしたところに留意しつつ、全体として安全性を確保していく上でも、

どこが安全性上重要なので、従ってそこにお金をかけるべきだし、そうした観点から全体

の効率性、お金の設計を考えていくべきということだと考えてございますので、これも今

後の制度の運用に当たっての留意点ということになろうかと思いますので、整理の仕方を

検討させていただければと思ってございます。重要なご指摘だと思います。 

 それから、五十川委員からご指摘を賜りました認可法人、国の措置の具体化重要という

のも、これも井口委員、織委員からご指摘を賜った点と同様だと考えてございます。 

 それから、その優先順位、優先度についてのご注意、それから資金確保の拠出金につい

て、必要な拠出金の決定、具体的に不足することないようにといったところも、これも具

体的な運用の中での留意点としてどのような形で整理をするかというのをご相談させてい

ただければと思ってございます。 

 それから、服部委員からご指摘を賜りました長期にわたるプロジェクトということで、

ノウハウが重要なプロマネというところは全く認識は一緒でございまして、特に今も申し

上げましたセーフティフォーカスということも含めまして、規制当局との交渉も含めまし

て、どのような形でプロジェクト全体の工程表を引くのか、どのような形でスケジュール

設定、具体的なプロセス設定をしていくのかというプロマネのところが一番ノウハウにな

るという話も、実際ビジネスを手がけている欧米の企業からは聞いてございます。そうし

たところも含めて、そのプロマネのノウハウをどのような形でやっていくのかと思ってご

ざいます。 

 その上で、先に３つ目のご意見に行きますと、インセンティブ付与ということで申し上

げますと、これはちょっと難しい問題をはらんでございまして、要は今申し上げたプロマ

ネ的な話、それから一番分かりやすいことで申し上げますと、特許、知財、こうしたもの

について、全てある会社が特別な特許を取った、特別な営業上のノウハウを持ったという
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ことについて、これは無償で公開をして全体共有してくださいというものではないので、

全体に対する貢献、それからインセンティブ付与というのは非常に重要な観点だと思いま

すけれども、織先生もご指摘のとおり、お財布全体が一緒になった中で、より自分が本来

かかると思われていたところを効率化していくというところのマネジメントと、全体のス

ピルオーバーをするような形での全体の均てんが共有されるところのノウハウに対するイ

ンセンティブというところは、ちょっと工夫が必要だと思ってございまして、競争関係等

という留意を入れさせていただきましたが、全体を見ながら、そうした保護すべきノウハ

ウ知財というところに抵触をしない範囲で当然スピルオーバーをしながら、そこについて

の貢献をどう評価するかというところと、そうしたところは本来、知財の仕組みで保護を

されて対価をしっかり得るべきところというのは、そこに委ねていくべきところと、ここ

は峻別が必要だと思ってございます。いずれにしましても、本来予期されていた、実際に

拠出をした当時の算定の見通しから自助努力によって効率化したところのインセンティブ

というのは重要なご指摘というところで、何人かの委員からご指摘を賜りましたので、こ

れは今後の留意事項として、これもテイクノートをさせていただく形を考えられればと思

ってございます。 

 それから、資金管理主体の基本的な役割という２つ目のご意見でございまして、これは

極めて重要というのは、同様のご指摘を何人かの委員の先生から賜りまして、非常に重要

なところと思ってございます。今回の取りまとめの中には、こうした記載はございません

でしたので、これは今後の運用事項といいますか、認可法人の主たる任務の根幹そのもの

だと私どもも思ってございますので、本文への重要性の記載の在り方、留意点の記載の在

り方というのを考えさせていただければと思ってございます。 

 それから、曽我委員からご指摘を賜りました廃止措置につきましての受益と負担、モラ

ルハザードも含めた公平性の配慮が必要というご指摘は、これは先ほど申し上げたとおり、

運用の在り方としての留意点という形で、そこは準備をさせていただければと思います。

例えば各事業者が共有する施設の共同調達という場合のルールというところについても、

これも同様かと思ってございます。 

 それから、認可法人、それ自体の財務の健全性と、それについてどのような形で健全性

を確保していくかということについても、本文にも若干記載がございますが、それはいざ

という場合の国の措置という形での記載でございましたので、これは本文中にしていくに

当たっては、認可法人は当然財務の健全性に留意をして、その観点から徴収すべき拠出金

をしっかり確保していくべきことという形の記載をここは入れさせていただくことを考え

てございます。 

 それから、３つ目、拠出金の決め方でございますが、予見可能性の配慮も必要ではとい

うご指摘がございました。ここは具体的に廃炉ビジネスはどうなっていくかというところ

もございますが、具体的なルールと、それぞれの状況、年々、毎年置かれた状況に基づい

てどのような形で決まっていくかということが大前提だとは思いますけれども、その際に
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当たっても各事業者とのコミュニケーションを密にした上で、将来に対する予見性という

ものについて、しかるべきコミュニケーションを取っていくということが、この運用上の

ルールとして重要なのではないかと考えてございます。 

 それから、村上委員からご指摘を賜りました、まず既存の法人ということでございます

が、ご指摘のあった公益財団法人でございます。これは、誤解なきよう申し上げますと、

公益財団法人のほうが認可法人より国の関与は弱いです。従いまして、公益財団法人にす

べき、国の関与を弱くするべき、従ってその情報公開の在り方、法令に基づく在り方とい

うものについても一段引いたといいますか、そういう形でやっていくということについて

は、これは事務方としては不適切、むしろ適切ではないのではないかと考えてございます。 

 例えば今ご指摘、例示をいただいた公益財団法人を挙げてございませんのは、これは実

際、ＮＵＭＯで拠出を受けたところについて資金管理を行っているわけでございますが、

ある意味で、当然、研究開発等もやっておられるんですけれども、資金管理のところに特

化をしてございます。今回、行おうとしている機能につきましては、先ほども申し上げた

とおり、全体を総合マネジメントという内容的にはより多い、しかも影響性の高いものを

直接的に担っていくということも想定してございますので、そうした観点からむしろ公益

財団法人と。国が、箸の上げ下ろしという表現が適切かどうかは置くとして、関与につい

て相当弱めて、むしろ自主性を配慮するというような形というものよりは、ある程度国の

認可法人としての関与というのが、委員のご趣旨からとしても認可法人のほうが適切では

ないかと考えてございますので、他の仕組みというものとして、今、具体的な例示のあっ

たものは挙げていないということでございます。 

 それから、ＮｕＲＯに法令に基づいて公開の議事概要というものについてのご指摘を賜

りました。具体的には、この中間報告において、現在、特定の法人、ＮｕＲＯなり、ＮＤ

Ｆなり、ＮＵＭＯなりというものについて、特定のどこを使うというようなことは書いて

ございませんので、既存の法人それぞれについての議事概要についてのお答えは、ここで

は、今回議論する場として適切ではないと思いますので、この場で詳細にそれぞれの個別

の法人の議事概要なりの公開についてご説明することは差し控えますが、先ほども申し上

げましたとおり、国の認可法人として共通の基準というものは、特殊法人から認可法人に

なったものついては指導監督の基準というものがございます。これの中では、しかるべき

情報公開ということで、例えば手数料等の対価を徴収する場合には、その額の適切性や額

等についてインターネットで公表すること、区分経理や収支状況のインターネットでの公

開、法令に基づく検査等の基準が客観的に明確になっていることというような基準がござ

いますので、一般論としては、まずこういう共通の基準に従っていくということ。 

 それから、個別の事情に関しましては、先ほど樋野委員からもご指摘賜りましたとおり、

営業秘密の保護というものもございますが、一般論としては、全体の率直な意見交換の確

保、それから意見の決定の中立性への影響といった観点から、各個別の法人において、そ

うした判断をしているものと承知してございます。いずれにしましても、そうしたルール
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に従って運用していくということが、ここは重要だと思ってございます。 

 それから、分割拠出でございますが、これも先ほど樋野委員から全体の資金の確保の、

むしろ今の状況を踏まえた確実なというご指摘もございました。私どもといたしましては、

たぶん 15年というのは、すいません、事務方のご説明が不的確だったかもしれませんが、

恐らくは再処理引当金ですとか、同様の拠出金化の仕組みの前例で 15年というものもあっ

たということを申し上げたと思いますが、これは資料の５の１ページをご覧いただいて、

ここのイメージでお示しをしてございますとおり、これは事業期間は非常に長期にわたる

ものでございます。例えば再処理につきましては、発電を実際の各個別の炉で行って、そ

こで使用済燃料ができて、それは今、青森県の六ヶ所に再処理工場がございますが、そこ

に持っていって、いつ再処理をなされるかということについては定めはございませんで、

論理的にはすぐさま行われる可能性もあると。実際には使用済燃料プールの貯蔵量ですと

か、それから六ヶ所の再処理工場の竣工（しゅんこう）状況、稼働状況によって変わって

くるわけでございますが、少なくともこの廃止措置については、こうした形で 30年、ある

いは 40年規模という形での長期にわたって計画的に行われているということがある程度見

通せるわけでございまして、こうしたスケジュール感に照らせば、30 年でやっていくこと

について、それをもって不確実性を損なうということではなくて、全体の事業期間からす

ると適切だと考えてございます。 

 それから、認可法人の拠出金の負担の膨らみの修正ですとか、そうしたものの趣旨のた

めに報告聴取とか、そういうものを使うのかというご指摘でございました。この報告聴取

を含めて、どのような形で事業者とコミュニケーションを取っていくのかということにつ

きましては、たぶんそれは金額の設定というものの趣旨もございますが、それ以外に例え

ば廃止措置計画全体をどのような形で進めていくのか、今お示しした１ページの図のよう

な、どのようなスケジュールで進めていくのか、その時の課題は何なのかといった全体の

マネジメントという観点、費用の管理と拠出金の設定という管理の観点だけではなくて、

総合マネジメント共通課題の抽出整理という観点からも、広範にそういった形でコミュニ

ケーションを取っていくと。そのための報告聴取等も必要に応じて使っていくという形で、

業務運営全般に活用可能な形で、そうした措置を講じられるように、そうした報告聴取を

行っていくということだと考えてございます。従って、例えば拠出金の設定等に係る資料

徴取ですとか情報の入手という形での用途というのを当然否定いたしませんが、それに限

らない一般的に幅広く使われ得るもの、認可法人の場合、共通でございますが、そうした

ものだとお考えいただければと思います。 

 それから、委員会の構成につきまして、運営委員会を例えば既存の認可法人、ＮＤＦで

すとか、ＮＵＭＯですとか、ＮｕＲＯですとか、そうしたものでもございますが、そこに

ついて原子力行政に懸念を持っているかどうかというご指摘がございましたが、これは認

可法人の運営に係る意思決定でございますので、原子力政策をどうすべきか、それから再

処理を例えばすべきかどうかといったような最終処分というものはいかがなものかといっ
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た政策の議論をする場ではなくて、法律に基づいて決められた業務について、それを具体

的に着実かつ効率的に運営をしていくための意思決定、それに客観性・中立性を持たせる

ための運営委員の機能ということでございますので、一概に原子力行政、原子力政策、原

子力を進めるかどうかといったことについての賛成・反対ということからは、ここはむし

ろそういう議論ではなく、そこから中立的に純粋に例えばこれから廃炉を着実に進めてい

けるのか、そのために必要なことはどうなのかと。それから、例えば技術的な観点もござ

いますが、資金の管理・運用についてはどのような形で着実性を担保すればいいかという

観点でのプロフェッショナルの方々にお集まりをいただくという形で委員会の構成をする

ことが適切だと考えてございます。これは他の運営・管理をする法人についても同様でご

ざいますので、恐らく具体的にこの場で議論して決めることではなく、今後のマターだと

思いますが、事務局としては、ここの委員会構成というものは、そういう観点から考える

べきものだと考えてございます。 

 情報公開の規定等につきましても、具体的なご提案を賜りました。同様でございまして、

たぶんルールに基づいてしっかり説明責任が果たせる形で情報公開の在り方について、そ

れぞれの認可法人で検討いただいていると、実際に運用されているものだと思いますので、

そうしたルールに基づく運営をしていくということが重要だと思ってございます。なので

運用の仕方というところで、そうした原理原則に基づいて各認可法人なりがしっかりやっ

ていくということが重要だということを、どこまで書かせていただくかは、またご相談を

させていただければと思います。 

 それから、又吉委員からご指摘いただきましたＮｕＲＯが近いというご指摘でございま

した。資料の３をご覧いただくと、参考として幾つか掲げてございます。恐らくご指摘い

ただいたのは資料の３の９ページの参考にございますＮｕＲＯ、ＮＤＦ、ＮＵＭＯとござ

いますが、主体として自ら実施をしていくというＮＵＭＯが一番右側にございまして、真

ん中のＮＤＦ、賠償・廃炉機構につきましても、相談対応ですとか実施の受託という形で

主体的にやっているものに対して、事業者への再処理等の委託業務の管理ということで、

ＮｕＲＯは、そこから一歩引いた形になっているというような立て付けでの類似性等も踏

まえて、そうしたご指摘を賜ったかと思います。今後、この点につきましては、既存の法

人との調整等もございますので、そうしたご指摘も踏まえながら、これから引き続き検討

させていただければと思ってございます。 

 その意味で、２つ目のご指摘いただきましたバックエンド制度に係る制度整備と予見確

保が非常に重要と、時間的な時間軸を持って制度的検討を行っていくべきというご指摘、

おっしゃるとおりと思いますので、今後の留意事項としてどのような形で記載をさせてい

ただくか、またご相談をさせていただければと思います。 

 樋野委員からも詳細設計についてのご指摘を賜りました。どうもありがとうございます。

例えば知見の共有の重要性ですとか、それから拠出金、それから引当の拠出金について、

先ほどもコメントで申し上げたとおりでございますが、留意すべき事項として、今後の着
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実的かつ効率的な実施をできるようにＰＤＣＡをうまく回すようにという点も含めまして、

全体留意事項、これからの制度の運用に当たっての留意事項という形で、どのような形で

整理をするか、また検討させていただければと思ってございます。 

 私からは以上でございます。 

○山内座長 

 ありがとうございました。下堀課長。 

○下堀課長 

 １点だけ、織委員からございました国際連携について、放射性廃棄物対策課でございま

す。 

 放射性廃棄物の最終処分につきましては、ＯＥＣＤ／ＮＥＡ、それから 14カ国の政府高

官が連携して、2019年、20年ですかね、国際ラウンドテーブルというのを立ち上げており

ます。国際連携強化に向けた基本戦略とか、各国の対話活動の知見、経験、ベストプラク

ティス、こういったものを導入する。それから、各国が有する研究施設等を活用した研究

開発協力の方向性について議論して報告書が取りまとまっております。 

 それを受けてわが国でもＪＡＥＡですね、国際共同研究プロジェクトをまさに立ち上げ

に向けて今調整中でございますし、本年 11月には北海道の幌延において地下研究施設を活

用したワークショップなども開催するとうことでございますので、どういうふうに脚注に

ご紹介できるかということがありますが、一つ具体的な事例としてご紹介したいと思いま

す。 

 以上でございます。 

○山内座長 

 ありがとうございました。 

 事務局からご回答、コメントをいただきましたが、皆さん、よろしゅうございますか。 

 

３．閉会 

 

○山内座長 

 今日は大変密な活発な議論をいただいたというふうに承知しております。皆さんのご意

見、非常に私も同感するところでございますが、特にこの組織は、組織の中として非常に

長期にわたってコメントしていくこと、それから原子力の各原子力事業者の間の相互的な

調整、あるいは技術等の集約をしていくこと、極めて重要な役割だと考えておりますが、

何よりも今回こういった形できちっと制度設計、組織設計をした上で、長期にわたること

ですので、場合によっては時に見直すとか、そういうこともあろうかと思います。われわ

れのところできちっとした制度設計の案を、この中間報告ということで提示をしていきた

いと思っております。 

 皆さまからのご意見は、今申し上げましたように非常に大変重要なご指摘だと私自身も
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認識しておりまして、各委員からいただいたご意見につきましては、事務局と相談させて

いただきまして整理の上で、この中間報告へ反映させていただきたいと思っております。 

 そして、いただいたご意見を踏まえて検討した上で、大変恐縮でございますけれども、

最終的には私の判断で対応させていただくということにしたいと思いますが、よろしゅう

ございますでしょうか。 

 ありがとうございます。それでは、今後は必要な修正を行った上で、これはパブリック

コメントにかけることになります。パブリックコメントにかけて、最終的に報告書として

取りまとめたいと思います。また、原子力小委員会において、本ワーキンググループの議

論の内容について報告するということにしたいと思います。 

 ありがとうございました。それでは、今後のスケジュールについて、事務局からご説明

をお願いいたします。 

○遠藤課長 

 座長からお話を賜りましたとおり、本日のご議論でいただいたご意見を踏まえて、中間

報告（案）につきまして各委員からのご指摘を踏まえて修正させていただいた上で、座長

のご了解をいただいた上で所定の手続きに従ってパブリックコメントにかけてまいりたい

と思います。その際、各委員に対しては、いただいたご意見についての修正状況等につい

て、適宜ご報告をさせていただきます。その後、パブリックコメントに寄せられたご意見

に対する回答を公表させていただいた上で、最終的な中間報告として公表するという流れ

とさせていただければと存じます。それを踏まえた政府の対応の状況等につきましても、

引き続き委員の皆さまに随時私どもからご説明をさせていただきます。 

 また、本ワーキンググループの今後の開催日程につきましては、現在検討中でございま

す。座長とご相談の上で決まりましたら、事務局から皆さまに個別にご連絡を申し上げま

すので、何とぞよろしくお願い申し上げます。 

○山内座長 

 ありがとうございました。 

 それでは、これをもちまして第３回廃炉等円滑化ワーキンググループを閉会とさせてい

ただきます。本日はご協力をいただいて、どうもありがとうございました。 


